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１ 施策の目的

対象（誰、何を対象としているか） 意図（どのような状態にしたいのか）

２ 施策の成果状況

成
果
指
標
①

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
②

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
③

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

３ 市民満足度調査の状況

満足度

不満度

重要度

令和 年度6 高松市施策評価表（ 年度分）5 令和 年6

安全で安心して暮らし続けられるまち

環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

地球温暖化対策の推進
Ｂ

環境局

ゼロカーボンシティ推進課

839-2393

　市民・事業者 　市民・事業者との協働を進めながら、温室効果ガスの排出
抑制となる施策を推進し、地球温暖化対策を進める。

市有施設における再生可能エネルギー発電設備の発電出
力

ｋＷ

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

4,916 4,936 5,699 5,060 5,060

　これまで、小・中学校、コミュニティセンターを中心に太陽光発電
設備を設置してきた。令和５年度は、高松第一高等学校及び香東川浄
化センターに太陽光発電設備を設置し、７６３ｋＷの再生可能エネル
ギーを創出した。

112.6%

点30

地球温暖化防止のための取組実施率
％

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

36.9 37.7 39.8 57.4 57.4

　広報紙やＨＰ、啓発展等で、温暖化防止に向けた普及啓発を実施し
た。地球温暖化対策に関する市民アンケートでは、１３項目中９項目
で、知識を深めるなど日頃の取組を「常に実施」、高効率給湯器など
再エネ・省エネ設備等を「導入済み」といった回答が増加し、全体の
平均取組実施率は前年度に比べ２．１ポイント増加したものの、目標
を達成することはできなかった。 69.3%

点20

年度3 年度4 年度5 年度5

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
4940 4970 5000 5030 5060 0 0 0
4896 4906 4916 4936 5699

46.4 49.1 51.9 54.6 57.4 0 0 0
31.8 34.9 36.9 37.7 39.8

4940 4970 5000 5030 5060 0 0 0
4896 4906 4916 4936 5699

46.4 49.1 51.9 54.6 57.4 0 0 0
31.8 34.9 36.9 37.7 39.8

2021

2022

2023

2023

年度5年度4年度3

60

42

51

14.3

21.5

21.7

位 （ ％）60 14.3 位 （ ％）42 21.5 位 （ ％）51 21.7
18

29

31

19.6

17.1

15.6

位 （ ％）18 19.6 位 （ ％）29 17.1 位 （ ％）31 15.6

39

34

35

64.9

62.8

65.2

位 （ ％）39 64.9 位 （ ％）34 62.8 位 （ ％）35 65.2



４ 施策に係るコスト

事業費

人件費

トータルコスト

５ 今後の方向性と課題

施策の推進状況と課題

施策推進の方向性

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

年度（決算）3 年度（決算）4 年度（決算）5 年度（予算）6

53,354 38,235 220,344 1,348,867

37,108 46,962 46,512 65,330

90,462 85,197 266,856 1,414,197

　本市は、令和２年１２月に高松市「ゼロカーボンシティ」宣言をし、２０５０年までの二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し取り
組むこととしており、その実現のためには、再生可能エネルギーの更なる拡充や市民・事業者と連携したライフスタイル転換の推
進が課題となっている。

　「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて、令和４年３月に改定した地球温暖化対策実行計画に基づき、２０５０年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロを達成するため、市民・事業者のライフスタイル転換に向けた周知啓発など、具体的な取組を推進する。

再生可能エネルギーの利用促進
Ａ

（企業会計）東部下水処理場バイオマス発電事業
97% Ａ 継続

売電収入
149.9%

（評価対象外）市有財産を活用した再生可能エネ

ルギーの普及促進事業

低排出ガス・低公害車・省エネルギー車公用車導

入事業
97% Ａ 継続

低公害車等占有率
102.1%

再生可能エネルギー普及促進事業
○ ○ 94% Ａ 継続

蓄電システムへの助成件数（延べ件数）
122.6%



基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

低炭素社会に向けた行動の展開
Ｂ

（評価対象外）地球温暖化対策推進事業

電気自動車等普及促進事業
86% Ａ 継続

市内における電気自動車保有台数

市内における次世代自動車保有台数

71.1%

105.3%

ゼロカーボンシティ推進事業
○ ○ 80% Ｂ 継続

脱炭素型ライフスタイル推進リーダー登録人数（延べ

人数）

本市域の温室効果ガス排出量

52.0%

114.8%

緑のカーテン事業
81% Ｂ 継続

緑のカーテン講座受講者数
78.5%


